１．障害者差別解消法制定に至る国の動き及び大阪府の取組み
■国の動き

（１）障害者の権利に関する条約
〔条文（仮訳）抜粋〕
第１条 目的

○ この条約は、すべての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全かつ平等な享有を促進し、保護し、及び確保すること並びに障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的とする。

○ 障害者には、長期的な身体的、精神的、知的又は感覚的な障害を有する者であって、様々な障壁との相互作用により他の者と平等に社会に完全かつ効果的に参加することを妨げられることのあるものを含む。
第２条 定義（抜粋）

○ 「障害を理由とする差別」とは、障害を理由とするあらゆる区別、排除又は制限であって、政治的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のあらゆる分野において、他の者と平等にすべての人権及び基本的自由を認識し、享有し、又は行使することを害し、又は妨げる目的又は効果を有するものをいう。障害を理由とする差別には、あらゆる形態の差別（合理的配慮の否定を含む。）を含む。

○ 「合理的配慮」とは、障害者が他の者と平等にすべての人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう。

第５条 平等及び差別されないこと

○ 締約国は、すべての者が、法律の前に又は法律に基づいて平等であり、並びにいかなる差別もなしに法律による平等の保護及び利益を受ける権利を有することを認める。

○ 締約国は、障害を理由とするあらゆる差別を禁止するものとし、いかなる理由による差別に対しても平等のかつ効果的な法的保護を障害者に保障する。

○ 締約国は、平等を促進し、及び差別を撤廃することを目的として、合理的配慮が提供されることを確保するためのすべての適当な措置をとる。

○ 障害者の事実上の平等を促進し、又は達成するために必要な特別の措置は、この条約に規定する差別と解してはならない。

■障害者基本法の改正（平成23年）

〔条文抜粋〕

（目的） 

第一条 　この法律は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのつとり、全ての国民が、障害の有無によつて分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原則を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の基本となる事項を定めること等により、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 　障害者　身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であつて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二 　社会的障壁　障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。
（差別の禁止） 

第四条 　何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を

侵害する行為をしてはならない。 

２ 　社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴

う負担が過重でないときは、それを怠ることによつて前項の規定に違反することとなら

ないよう、その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければならない。 

３ 　国は、第一項の規定に違反する行為の防止に関する啓発及び知識の普及を図るため、

当該行為の防止を図るために必要となる情報の収集、整理及び提供を行うものとする。
■大阪府の取組み
（１）第４次大阪府障がい者計画

〔計画抜粋〕

基本理念及び基本原則
１．基本理念
　　　人が人間（ひと）として支えあいともに生きる自立支援社会づくり
これは、第３次大阪府障がい者計画（後期計画）の基本理念（「人が人間（ひと）として普通に暮らせる自立支援社会づくり」）が引き続き重要であることを認識しつつ、障害者基本法の改正などをふまえ、新たに以下の点を盛り込むものです。

　①　合理的配慮の実践
障害者基本法に明記された「必要かつ合理的な配慮」を社会全体が真剣に考えていくことが必要であり、社会を構成する個々人の「支えあい」により、合理的配慮の実践が広がっていく社会であること。
２．基本原則
（２）社会的障壁の除去・改善
　　　障がい者を定義するに当たって、これまでは、当事者の心身の機能障がいが重視されてきました。しかし、障害者基本法において、障がい者は、障がいがあるだけでなく、社会との関係の中で日常生活上の制限を受ける者というように、社会との関係を含めて定義されることとなりました。したがって、今後は障がい者にのみ機能障がい克服の努力を求めるのではなく、障がい者の自立や社会参加を妨げている社会的障壁を除去し、改善することを考えなければなりません。
　（３）障がい者差別の禁止と合理的配慮の追求
　　　障害者基本法において、相手方に過度の負担を課すものではないときは、障がい者が必要とする社会的障壁の除去について必要かつ合理的な配慮がされなければならないことが明記されました。現状では依然として障がい者に対する差別・偏見が存在していると言わざるを得ず、今後は、同法で示された「必要かつ合理的な配慮」について普及を図りながら、差別のない社会の構築に一層取り組んでいかなければなりません。
　　　
　
（２）大阪府における障がい者が必要とする社会的障壁の除去のための配慮や工夫の事例の募集及び公表

　　（別紙参照）
資料２





〔概要〕


●・　目的規定において、あらゆる人権及び基本的自由の完全かつ平等な享受や障がい者の固有の尊厳の尊重が位置づけ。


　・　障がいのとらえ方として、「社会モデル」の考えを導入。


　・　「合理的配慮の否定」は差別であることを明示。


●　平成１８年１２月　国連総会で採択


　　平成１９年　９月　日本政府が署名


平成２０年　５月　条約発効





〔概要〕　


●　「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法の整備を始めとする障がい者に係る制度の集中的な改革を行うため、政府は平成21 年12 月に「障がい者制度改革推進本部」を設置。





●　「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」を閣議決定し、その中で障害者基本法について「平成23年常会への改正法案提出を目指す」とした。


　　改正法は平成２３年７月成立、同年８月施行。





●　主な改正内容


　１）目的規定の見直し（第１条関係）


・全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する。


２）障がい者の定義の見直し（第２条関係）


・身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁（障害がある者にとって障壁となるような事物・制度・慣行・観念その他一切のもの）により継続的に日常生活、社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの。


　３）差別の禁止（第４条関係）


・障がい者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。


・社会的障壁の除去は、それを必要としている障がい者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないときは、その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければならない。





〔概要〕


●　「人が人間（ひと）として支えあいともに生きる自立支援社会づくり」を基本理念とし、障害者基本法の改正等を踏まえ、「権利の主体としての障がい者の尊厳の保持」「障がい者差別の禁止・合理的配慮の追求」等５つを基本原則に掲げる。


●　平成24年3月策定。計画期間は平成24年度から平成33年度までの10年間。





〔概要〕


●　様々な場面で実践されている障がい者への配慮や工夫の具体的な事例等を集約し、これを周知することにより、府民の合理的配慮の実践の促進を図ることを目的に実施。


●　平成24年11月30日から平成25年1月28日まで募集し、平成25年4月に取りまとめて公表。
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